







Future Issues Regarding Social Care in the Revised Child Welfare Act 







Aichi Mizuho Junior.College 
 
Abstract. 
This paper reviews the main revision points regarding the Child Welfare Act, which was revised in 2016, and discusses future 
issues regarding social care from the perspectives of child welfare and child-care and family support. On the basis of the 
discussion, the following four points are identified as future issues regarding social care. Firstly, it is of enormous significance 
that the Convention on the Rights of the Child is regarded as the basic principle for the Child Welfare Act. A matter that will 
be an issue is how to make use of the concepts, basic principles, and content of the Convention in the future in measures and 
practice pertaining to social care. Secondly, while entrustment to foster parents is being promoted in social care, a matter that 
will be an issue is how to guarantee "the right to know ... his or her parents" in Article 7 of the Convention on the Rights of the 
Child. Knowing and accepting their own parents is the starting point from which foster children face reality. Thirdly, while 
support for rebuilding parent-child relationships is regarded as important, it will be necessary to investigate how attachment 
should be formed. Fourthly, it will be necessary to understand social care not only as measures for children who are in need of 
care, but also as a means for achieving social inclusion, and also to make its position clear in the wording of laws and policies 
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統計をとりはじめた 1990 年には 1,101 件であったが、


























表 1  児童虐待相談対応件数の推移 
年
度 
1990 1996 2000 2010 2013 2015 2016 
件
数 
1,101 4,102 17,725 56,384 88,931 103,260 122,578






（Convention on the Rights of the Child）」は、すべての
子どもに人権を保障する法的拘束力を持った初めての

























子どもの権利条約の第 20 条、第 9 条は社会的養護そ

























































に基づき、2010 年、日本は表 2 のような 3 回目の勧告
を受け、社会的養護改革を強く迫られることになった。 
表 2 国連子どもの権利委員会による社会的養護に関する勧告 































〈現在〉        〈想像される将来像〉 
  施設 9 割、里親等 1 割    本体施設・グループホーム・里親等をそれぞれ概ね 3 分の 1 に 
本体施設  本体施設 乳児院                     3,000 人程度  
児童養護            11,000 人程度 本体施設 
計 14,000 程度  
(37%) ～ (32%) 
グループ 
ホーム 
地域小規模児童養護        3,200 人程度  
小規模ケアのグループホーム型         9,000 人程度   
計 12,200 人程度  
(32%) ～ (28%) 
グループホーム 家庭養護 里親            7,100 人程度～12,500 人程度  
ファミリーホーム          5,000 人程度  
計 12,100 人程度～17,500 人程度 
家庭養護 
  児童数合計 38,300 人 ～ 43,700 人 
(人口比例で 1 割縮小の場合)  (縮小しない場合) 
                                     (人数は一定の条件での試算) 
出所：厚生労働省「社会的養護の課題と将来像（概要）」2011 年、p.32 をもとに筆者作成 
















(2) 国・地方公共団体は、保護者を支援するとともに、家庭と同様の環境における児童の養育を推進するものとする。  
(3) 国・都道府県・市町村それぞれの役割・責務を明確化する。  
(4) 親権者は、児童のしつけに際して、監護・教育に必要な範囲を超えて児童を懲戒してはならない旨を明記。  
２．児童虐待の発生予防  
(1) 市町村は、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行う母子健康包括支援センターの設置に努めるものとする。  
(2) 支援を要する妊婦等を把握した医療機関や学校等は、その旨を市町村に情報提供するよう努めるものとする。 
(3) 国・地方公共団体は、母子保健施策が児童虐待の発生予防・早期発見に資することに留意すべきことを明確化する。  
３．児童虐待発生時の迅速・的確な対応  
(1) 市町村は、児童等に対する必要な支援を行うための拠点の整備に努めるものとする。  
(2) 市町村が設置する要保護児童対策地域協議会の調整機関について、専門職を配置するものとする。  
(3) 政令で定める特別区は、児童相談所を設置するものとする。  
(4) 都道府県は、児童相談所に①児童心理司、②医師又は保健師、③指導・教育担当の児童福祉司を置くとともに、弁護士
の配置又はこれに準ずる措置を行うものとする。  
(5) 児童相談所等から求められた場合に、医療機関や学校等は、被虐待児童等に関する資料等を提供できるものとする。  
４．被虐待児童への自立支援  
(1) 親子関係再構築支援について、施設、里親、市町村、児童相談所などの関係機関等が連携して行うべき旨を明確化する。 















平成 29 年 4 月 1 日（1、2（3）については公布日、2（2）、3（4）（5）、4（1）については平成 28 年 10 月 1 日） 



























明権」（第 12 条）と「子どもの最善の利益」（第 3 条）
が規定されている。第 2 条第 2 項では保護者の第 1 次
的責任を、第 3 項においては国及び地方公共団体の児













予防」に関する内容として、児童福祉法第 21 条の 10

































ーバイザー〉等の専門職を配置（第 12 条の 3 第 6 項第









と明記した（第 33 条）。 
改正の概要「4．被虐待児童への自立支援」に関する
















































































































983 年には「児童虐待調査研究会による調査」1988 年と 1996
年には全国児童相談所長会による「家庭内虐待調査」が実施
されている。厚生労働省『子ども虐待対応の手引き』平成 21
年 3 月 21 日改正版 http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/dv3
6/dl/02 
3）厚生労働省『子ども虐待対応の手引き』平成 21 年 3 月 21
日改正版 
4）望月彰「子どもの社会的養護」望月彰編著『子どもの社会
的養護』建帛社、2017 年 p.3 
5）厚生労働省『児童養護施設入所児童等調査の結果』(平成 25










ラン概要」平成 28 年 4 月を参照されたい。 
11）吉田恒雄「2016 年児童福祉法等の改正について」、児童福
祉法研究会資料、2017 年 p.8 























































































厚生労働省「児童福祉法等の一部を改正する法律（平成 28 年 




厚生労働省「児童養護施設入所児童等調査の結果平成 25 年 
2 月 1 日現在」（2013） 
